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国立市の財政健全化に向けたこれまでの取組 
 

 
 
◆平成２０（２００８）年度    １３７，７６４千円・・・① 

    主な歳出抑制策    ・退職手当支給率等の見直し（59,243千円） 
※１ 

                ・職員定員管理（78,783千円） 
 
 
 
◆平成２１（２００９）年度    ６１７，５７９千円・・・② 

     主な歳入増加策    ・市税等の徴収体制強化（213,180千円） 
※１ 

・ホームページバナー広告導入（2,258千円） 
     主な歳出抑制策    ・生活便利帳共同発行（893千円） 

・介護保険低所得者対策本人負担見直し（2,044千円） 
 ・芸小ホール指定管理料の見直し（6,000千円） 
・公共ＬＡＮ賃借料見直し（9,890千円） 
・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類再資源化事業委託料見直し（5,511千円） 

                ・職員定員管理（204,346千円） 
◆平成２２（２０１０）年度    ６７８，１２１千円・・・③ 

     主な歳入増加策    ・市税等の徴収体制強化（329,482千円） 
※１ 

・谷保駅跨線橋掲示板広告導入（1,134千円） 
     主な歳出抑制策    ・職員給与制度改革（9,136千円） 

・福祉タクシー協力手数料見直し（1,021千円） 
・食事サービス見直し（3,400千円） 

                ・職員定員管理（188,630千円） 
 
 

 
◆平成２３（２０１１）年度    ３０２，３７６千円・・・④ 

主な歳入増加策    ・市税等の徴収体制強化（85,700千円） 
※２ 

・庁舎自動販売機の入札（1,200千円） 
・清化園跡地活用事業土地賃貸料（81,600千円） 

     主な歳出抑制策    ・理事者給与削減（3,375千円） 
・職員給与構造改革（45,342千円） 
・人間ドック助成事業見直し（12,050千円） 

                ・職員定員管理（29,900千円） 

財政健全化の方策（案） 
（平成 21（2009）年 1月 20日号市報掲載） 

国立市新行財政健全化プラン 
（計画年度：平成 17（2005）～平成 21（2009）年度） 

次世代のための国立市行財政健全化プラン2015（案） 
（平成 23（2011）年 3月総務文教委員会報告） 



 
◆平成２４（２０１２）年度     ９６，５６１千円・・・⑤

主な歳入増加策    ・市内案内板・番号表示機導入（400千円） 
※２ 

     主な歳出抑制策    ・職員給与都表移行（12,000千円） 
・理事者共用車リース見直し（8,526千円） 
・PPSの導入（4,350千円） 
・職員定員管理（53,000千円） 

 

合計額：１，８３２，４０１千円（①＋②＋③＋④＋⑤） 

※１ 対前年比健全化実績額 
※２ 対前年比健全化見込額 


